
市広報みやざきによる情報発信事業　仕様書 
 
１　業務名 
市広報みやざきによる情報発信事業 

 
２　業務の目的 
　本業務委託により、官民の適切な役割分担のもと、市民にとって分かりやすく　親しみ
やすい広報紙を作成することを目的とする。 
 
３　履行期間 
　　契約の締結日から令和１１年３月３１日まで 

広報紙の発行月：令和８年５月号～令和１１年４月号 
 
４　業務の概要、規格等（市広報みやざき） 

発行主体 
宮崎市総合政策部秘書課（以下「秘書課」という。）とする。受注者

は「５．主な業務内容」にあたる業務を行う。 

発行回数 年１２回／毎月１日発行 

発行部数 

月間　　　１０７，０００部 
年間　１，２８４，０００部 

※毎月発行分は月により部数が変動する場合があり、印刷部数　

については都度協議を行う。 

体裁・規格 
Ａ４サイズ／２４ページ／フルカラー 
用紙：マットコート紙　Ａ判　３５ｋｇ 

製本 中綴じ／ホチキス留め 

文字の大きさ 
本文１４級（９．９４ポイント）以上 
表、キャプション等は１１級（７．５ポイント）以上 

配送箇所・部数 
指定する部数で梱包を行ったうえで指定の配送業者へ発送する。

残部は秘書課へ納品する。 

基本デザイン 
全体のページ構成は令和７年11月号を基本とする。特集ページ、
表紙デザイン（タイトルロゴ等を除く）を一新することとし、それ以外

のページについても適宜リニューアルする。 
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５　主な業務内容（市広報みやざき） 
（１）紙面の制作・編集・進行管理など総合的なディレクション業務 
（２）特集などテーマに基づく企画や紙面構成の立案 
（３）秘書課や担当課などへの連絡調整 
（４）企画・編集会議の開催 
（５）原稿のリライト、紙面の編集・デザイン 
（６）紙面の校正 
（７）印刷・仕分け・梱包 
（８）多言語化・音声読み上げへの対応 
　 
６　基本的な考え方（市広報みやざき） 
（１）「市広報みやざき」は全ての宮崎市民を対象とした市の基幹広報媒体であ　　　る。 
（２）幅広い世代に受け入れられるデザイン、レイアウトなどで作成する。 
（３）受注者は民間のノウハウを生かし、工夫を凝らすことで公共施設やコンビ　　　ニエ
ンスストアなどで手に取りたくなる印象的なデザインの広報紙を作成　　　する。 
（４）堅くなりがちな行政情報を読みやすく分かりやすい文章、魅力あふれる紙　　　面で
紹介する。 
　　 
７　市広報みやざき紙面構成 
（１）ページ割り付け 
　　基本デザインは、各コーナーを２４ページで割り付ける。 

 コーナー名 概　要 

1 表紙 
特集記事などに関連したインパクトのある写真やイラストを使い、

分かりやすく掲載。 

2 
インフォメーショ

ン・ 
トピックス 

市の重要施策の紹介。人口や世帯数を紹介。 
最近の開催された行事や出来事を月２～３件程度取材により記
事を作成し紹介する。 

3 特集ページ 

市民生活に関連が深い、重要な市の施策などを、写真やイラスト
を交えて分かりやすく紹介する。※テーマが複数になることもあ
る。 
（特集①4ページ、特集②2ページ等） 

4 クローズアップ 
市政に関する1ページ程度の記事で、情報ひろば等のスペース
では収まらない記事を紹介する。 

5 Focus スポーツや文化面で活躍している人物を取り上げて紹介する。 

6 今月の一皿 
宮崎市内で生産される旬の食材を使用したオリジナルレシピを紹

介する。 

7 ぶらりみやざき 公共施設等で開催されるイベント等を紹介する。 
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 コーナー名 概　要 

8 健康・福祉 健康および福祉に関するお知らせを紹介する。 

9 子育て 子育てに関するお知らせを紹介する。 

10 情報ひろば 
市政に関する情報を「お知らせ」「募集」などに分け、イラストなど

を交えて分かりやすく紹介する。 

11 
読者の声 

自治会 
市長コラム 

読者からのご意見、自治会活動について紹介する。 

市長の思いを綴ったコラムを紹介する。 

12 
プレゼント 

防災メール 
クロスワードの問題を出し、読者プレゼントを掲載。 

防災メールについて紹介する。 

　　※コーナーや、ページは、自由に変更できるものとする。 
 
（２）広告掲載 
　　毎号指定された箇所に指定された広告を掲載する。 
　　掲載ページは次のサイズ・箇所を基本とするが、変更する場合がある。 
　​   広告　​ ７枠(ページ最下段)　※１枠(48.5mm×187mm、罫線幅含む) 
​   掲載箇所　ぶらりみやざき、健康・福祉、情報ひろばの中で、協議し確定 
　　　　　　　します。 
 
８　市広報みやざき作成業務工程 

 5月号 6月号 

２
月 

上旬 
中旬　​打合せ・編集会議（週１回、 
​ 全3回程度）・取材等 
下旬 

 

３

月 

上旬​ 情報系記事原稿送付 

　　　原稿作成・編集・校正 

中旬 
下旬 

上旬 
中旬　打合せ・編集会議（週１　回、

全3回程度）・取材等 
下旬 

４

月 

上旬　​ 校正・最終確認 

 
中旬　​ 印刷・仕分け・梱包 

 
下旬　​ 納品　(21日～24日頃) 

上旬　​ 情報系記事原稿送付 

　　　​ 原稿作成・編集・校正 

中旬 
下旬 
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 5月号 6月号 

５

月 

 上旬　​ 校正・最終確認 

 
中旬　​ 印刷・仕分け・梱包 

 
下旬　​ 納品　(21日～24日頃) 

　※市広報みやざき７月以降も、同じ業務工程となる。 
 
 
９　市広報みやざき作成の流れ 
（１）表紙・特集・クローズアップ等に関する会議​  
　・発注者と受注者は、宮崎市役所で編集会議（月3回程度）を開催し、表紙・特　　集
ページ・クローズアップの構成・内容や、その他ページの内容、全ページ　　の割り付け
等について協議する。 
　・編集会議は、秘書課、担当課、受注者により構成し、進行は、受注者が行　　　う。受
注者からは統括責任者、ライター（2名以上）、デザイナーの参加を必　　須とする。 
　・受注者は、初回編集会議において、参加者に作成する号の校了までのスケ　　　
ジュールを示さなければならない。２回目、３回目の編集会議においては、　　受注者
は、必要に応じて、前回の編集会議の内容に基づき作成したラフ案を　　準備しなけれ
ばならない。その際、企画会議の内容の方針が複数に及ぶ場合　　は、複数パターンの
ラフ案を作成すること。 
（２）情報系記事原稿の送付 
　　発注者は、指定の期日までに、受注者へ情報系記事の原稿と一覧表を送付す　　
る。（画像データ等を含む）受託業者は資料や過去の広報紙を基に、優先順　　位の決
定した一覧表を作成し、秘書課へ提出する。なお、優先順位が決定で　　きない場合は、
秘書課の指示を仰ぎ内容を決定し、掲載できない記事がある　　場合は、担当課へ電話
で連絡する。受注者はその後原稿作成にとりかかるこ　　と。 

（３）初校 
　　受注者は、指定の日の8時30分までに、リライト・校閲済みの初校を担当課及　　び秘
書課へEメール等で送付する。 

（４）初校戻し 
　　受注者は、指定の日の13時までに、担当課及び秘書課が校正指示を記載した　　紙
面をPDFファイル化したものをEメール等で受け取る。 

（５）２校 
　　受注者は、指定の日の8時30分までに、初校時の校正内容を反映し、校閲を済　　ま
せた２校と変更点が分かる資料を担当課及び秘書課へEメール等で送付す　　　る。その
際、担当課及び秘書課の校正指示に重複する箇所があった場合は、　　秘書課の校正
指示を優先し、反映させること。 

（６）２校戻し 
　　受注者は、指定の日の13時までに、担当課及び秘書課が校正指示を記載した　　紙
面をPDFファイル化したものをEメール等で受け取る。 
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（７）３校 
　　受注者は、指定の日の8時30分までに、２校時の校正内容を反映し、校閲を済　　ま
せた３校と変更点が分かる資料を担当課及び秘書課へEメール等で送付す　　　る。その
際、担当課及び秘書課の校正指示に重複する箇所があった場合は、　　秘書課の校正
指示を優先し、反映させること。また、Ａ３判にカラープリン　　トした３校を２部、秘書課へ
持参もしくは送付すること。 

（８）３校戻し 
　　受注者は、指定の日の13時までに、担当課及び秘書課が校正指示を記載した　　紙
面をPDFファイル化したものをEメール等で受け取る。 

（９）４校 
　　受注者は、指定の日の8時30分までに、３校時の校正内容を反映し、校閲を済　　ま
せた３校と変更箇所が分かる資料を秘書課へEメール等で送付する。 

（１０）４校戻し 
　　受注者は、指定の日の13時までに、秘書課が校正指示を記載した紙面をPDF　　
ファイル化したものをEメール等で受け取る。校正は、発注者が内容の確定を　　告げる
まで繰り返し行うこと。 

（１１）色校 
　　受注者は、４校時点でのデータで発行する広報紙もしくはそれに近い同等の　　紙質
で出力した色校を秘書課へ持参もしくは送付する。４校以降も校正が続　　く場合は、受
注者はデータを訂正のうえ、それらを送付、発注者が校了を告　　げるまで繰り返し行
う。校了後は、最終校了データと色校正紙を発注者に持　　参もしくは送付すること。 

（1２）納品データの作成 
　　指定の期日までに、ウェブページ用のPDFデータおよびテキストデータを作　　成す
る。なお、テキストデータの作成にあたっては、音声読み上げを正しく　　行えるデータに
なるよう、曜日の記載は「○日(○)」から「○日(○曜)」に、時間　　の記載は「00:00」から「00
時00分」に、記号などを使い省略している文言　　　は、本来の記述等に変換する。ま
た、PDFデータはウェブページ用の軽量版　　(1ページあたり1MB未満で)のものに加え
て、通常版のデータも作成する。 

　　全ページのアウトライン済みのａｉファイル、アウトライン前のａｉファイ　　ル、使用写真
データ、イラストファイルも納品する。また、全データのファ　　イル名は、半角英数字で、
掲載ページ等分かりやすいものにすること。な　　　お、取材で撮影した写真データにつ
いて、紙面に掲載しないものについても　　必要に応じて市に提供すること。 

（1３）印刷・仕分け・梱包 
　　印刷した「市広報みやざき」は、市の指示に基づいて、発送先別（自治会長　　宅、公
共施設など約1,500件）に仕分け、梱包すること（配送台紙の作成・貼　　り付け含む）。
なお、１つの梱包は最大100部までとする。また、納品先は市　　が指定する配送業者お
よび宮崎市役所とし、それ以降の配送費用は市の予算　　で行うものとする。発行日は
毎月１日とし、発行部数は毎月市から受注者へ　　指定の期日までに指示する。なお、納
品は発行月の前月2１日。2１日が土・　　日曜日、祝・休日の場合は直前の開庁日、12
月は、発注者が別途定める日と　　する。 
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　①仕分け 
　　市が提供するリストに基づき、自治会長宅、市内公共施設・商業施設、医　　療
機関、関係機関など配送方法ごとに件数ごとの指定部数で仕分けする。　　なお、
指定部数は毎月変動する。 

配送方法 宛名 件数 個口数 部数 納品先 

自治会宛配送 自治会が指定する場所 753 1,319 
（1個口100） 

 
91,664 

 

市が指定する
配送業者 

 市内公共施設・商業施設 211 225 6,670  

 定形外郵便 関係機関(1部) 469 469 469 宮崎市役所 

ゆうメール 関係機関(2部以上) 146 146 2,005  

ゆうパック 関係機関(20部以上) 41 45 1,445  

残（在庫含む） 
54 54 4,747 宮崎市役所 

　計(最大数) 
 107,000 

 

　②梱包 
　　１つの梱包は原則最大100部までとし、クラフト紙で梱包または封筒への封入　　とす
る。自治会長宅への配送物は部数を梱包物の表面に明記する。50部以上　　の梱包は
ダンボールを挟み込むなど、納品物にヨレが発生しないように講じ　　ること。 
　　ゆうメールで配送するものは、日本郵便が定める規定に基づき内容品が確認　　でき
るように梱包する。市が提供するリストに基づき送り状を作成すること　　とするが、ゆう
パックについては、日本郵便が定める送り状を使用するもの　　とする。定形外郵便、ゆ
うメールについては送り状に料金後納・区内特別・　　ゆうメールの種別を送り状に市の
指示に従い明記すること。 
 
　③発行部数 
　　毎月発行分は月により部数が変動する場合があり、印刷部数については都　　　度

協議を行う。また、印刷部数が年間総発行部数を下回る場合は、別途協議　　により、委

託料の範囲内で本業務内の他業務（プレゼント企画等）に充てる　　金額を変更するなど

調整を行うことがある。 
 
（１４）多言語化・読み上げへの対応​
　　納品データを媒体に必要なデータ処理を行い、WEB上に掲載する。対応言語　　に

ついては、日本語・英語・韓国語・中国語繁体・中国語簡体・タイ語・ポ　　ルトガル語・ス

ペイン語・インドネシア語・ベトナム語とする。また読み上　　げにも対応すること。（基準シ

ステム：株式会社モリサワ　Catalog Pocket） 
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１０　市広報みやざき基本要件 
（１）用字・用語については、「記者ハンドブック（新聞用字用語集）」（㈳共　　同通信社
出版）の最新版に準拠する。表記上疑義が生じた場合は、秘書課　　と協議する。 

（２）業務委託にあたり、「委託業務要求仕様書（別紙３）」に示す事項を実現　　するこ
と。 

（３）全ての記事に担当課の電話番号とＦＡＸ番号を記載する。市の担当課とそ　　れ以
外の組織が共管する記事の場合は、両方の連絡先の記載を必須とする　　こと。 

（４）本業務において撮影した全ての写真は、必要に応じ市に提供すること。 
（５）秘書課が指示するスケジュールは必ず守り、不明な点は、必ず秘書課に確　　認す
ること。 

（６）全体の校正や記事、レイアウト、デザインについては、発行趣旨や編集方　　針およ
び秘書課との協議における意向を十分にふまえた上で作成するこ　　　と。 

（７）記事内容が、発行趣旨や編集方針に合致しないと判断した場合は、秘書課　　は変
更または新たな案の作成を指示することがある。指示に対応できるよ　　う余裕をもっ
てスケジュール管理を行い、作業を進めること。 

（８）やむを得ない事情により、編集作業の過程で緊急に特集面などのテーマや　　内容
を変更したり、差し替えたりする場合がある。その際は、編集体制を　　充実させ、秘
書課が指示する短い期間で記事を作成すること。 

（９）業務の特殊性により、突発的・緊急的に秘書課での打ち合わせや校正など　　の作
業が発生することがある。その際は、秘書課の指示により速やかに対　　応できるよう
にすること。また、編集過程で必要に応じて行う臨時的な会　　議に出席すること。出
席者は受託業者の統括責任者、ライター、デザイ　　　ナーなどとする。 

（10）委託期間中にあっては、既存のコーナーを終了したり、新たな企画やコー　　ナー
を開始したりする場合がある。 

（11）依頼原稿など市が提供する資料には、記者発表前の情報が含まれている場　　合
があり、秘密を守るための保管・管理は確実に行うこと。また、編集作　　業を行うた
めの独立したスペースや専用メールアドレスなどを設置するこ　　と。 

 
１１　業務実施体制 
（１）編集作業が効率的に実施できる機材を備え、ＤＴＰで行うこと。また、編　　集過程に
おける秘書課や担当課の校正などは、常にＥメール、電話、ＦＡ　　Ｘなどで行えるよう
にしておくこと。 

（２）統括責任者は固定し、常に秘書課や担当課との連絡が取れる体制を整え、　　進
捗管理を行うこと。特に入稿までの校正および秘書課が指定する時期　　　は、優先
的に市広報みやざきの編集業務に携わることができる体制を整え　　ておくこと。入稿
直前に記事の差し替えや大幅なレイアウト変更を行う場　　合があり、その時は秘書
課の指示に従い速やかに対応すること。 

（３）ライター、カメラマン、デザイナー、イラストレーターなどは経験ある人　　材を常に確
保しておくこと。数名体制で担当を割り振り、確実で速やかな　　取材・編集・デザイン
を行うこと。 

（４）編集会議や随時行う各種協議での決定事項は、編集作業員に確実に周知す　　る
こと。 

（５）業務の全部またはそのほとんどを第三者に委託し、または請け負わせては　　なら
ない。ただし、あらかじめ書面により秘書課の承認を受けたときはこ　　の限りではな
い。 
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（６）緊急対応などが発生した場合は、連絡から2時間以内に宮崎市役所に到着　　でき
る体制をとること。 

 
１２　著作権等の取り扱い 
（１）受注者は、成果品（著作物）に係る一切の著作権（著作権法（明治３２年　　法律第
３９号）第２７条および第２８条を含むが、これらに限られない。　　以下同じ。）を市に
無償で譲渡するものとし、著作権の譲渡以降、著作者　　人格権を行使しない。 

（２）本業務で作成されたドキュメント（テキストや表現など）、データ（画像　　やイラスト
など）に関する全ての著作権は、市に無償で譲渡するものとす　　る。宮崎市ホーム
ページやSNS、印刷物などあらゆる用途で自由に利用、　　複製、改変、再利用でき
るものとする。 

（３）本仕様書に基づく作業に関し、第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛　　争
等が生じた場合は、当該紛争の原因が専ら当市の責めに帰す場合を除　　　き、受注
者の責任、負担において一切を処理すること。この場合、当市は　　係る紛争等の事
実を知ったときは、受注者に通知し、必要な範囲で訴訟上　　の防衛を責任者に委ね
る等の協力措置を講じるものとする。 
 

１３　個人情報等の取り扱い 
（１）受注者は、個人情報の取り扱いに関する責任者を定め、関係法令を順守す　　ると
ともに、別記「個人情報取扱特記事項」に基づいて個人情報を適正に　　取り扱わな
ければならない。 

（２）受注者は、重要情報（個人情報を含む）の紛失または漏えいの事故が発生　　した
ときは、以下の対応を行わなければならない。 
　①直ちに口頭又は電話で市に報告するとともに、速やかに事故の内容、発生　日
時、発生原因等を確認して書面により市に提出する。 

　②事故に対する臨機の措置（流出元の特定、紛失物等の追跡等を含む）を講　じると
ともに、速やかに二次被害の有無及び可能性について調査し、被害の　拡大又は二
次被害の発生を防止することに努める。 

　③市と協議のうえ、対応措置及び再発防止策を検討し実施する。 
（３）受注者は、取材等に際して、肖像権を侵害しないよう充分配慮しなければ　　ならな
い。 
 

１４　その他 
（１）市の都合により、事前に通知した上で、休刊や仕様などの変更を行うこと　　があ
る。 

（２）本委託業務で知り得た情報は、市広報みやざき作成業務に直接携わる者以　　外
に漏えいしてはならない。業務委託終了後も同様とする。 

（３）本業務の遂行にあたり、受注者は業務上知り得た事項を第三者に漏えいし　　ない
ように十分注意すること。 

（４）受注者の責に帰すべき理由により、当市又は第三者に損害を与えた場合に　　は、
受注者がその損害を賠償すること。 

（５）本仕様書において、明示なき事項または疑義が生じた場合、その都度、本　　市担
当者と協議するものとする。仕様書に記載がない事項についても同様 

　　　とする。 
（６）本委託業務とは別に、新年度内に2回、市広報特別号の作成と全戸配布（190,000
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部）を検討している。この特別号については、本業務の契約締結後、受託者と協
議検討するものとし、内容は既存記事の抜粋（リサイズやレイアウト変更を含
む）と新規記事2本程度とし、仕様は、市上下水道局広報紙「せせらぎ」と同様に
全8ページとする。 

 
 
１５　業務完了報告書の提出 
業務完了報告書を各月末から１０日以内に、宮崎市秘書課広報広聴室に提出　するこ
と。 

　なお、業務完了報告書には、各月の投稿状況及び分析の結果を記載すること。 
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